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建設業政策の最近の動向について

資料１



１．国費総額

(1) 一般会計 ５兆 ９，５２８億円（１．００倍）

公共事業関係費 ５兆２，７５３億円（１．００倍）

○一般公共事業費 ５兆２，３３６億円（１．００倍）
○災害復旧等 ４１６億円（０．７２倍）

非公共事業 ６，７７５億円（１．０２倍）

○その他施設費 ５８４億円（１．０３倍）
○行政経費 ６，１９０億円（１．０２倍）

(2) 東日本大震災復興特別会計 ６１４億円（１．３３倍）

２．財政投融資 １兆３，２９２億円（０．６４倍）

令和７年度当初予算（国土交通省）の概要

令和６年度補正予算（国土交通省関係）
合計 ２兆 2,478 億円 （デジタル庁一括計上分 131.3 億円を含む）

公共事業関係費 １兆 9,126 億円
・「防災・減災、国土強靱化５か年加速化対策」関係 １兆 1,315 億円

(国土強靱化緊急対応枠（2,467 億円）及び 緊急防災枠（2,183 億円）を含む。)
・「生産性向上等」関係 4,143 億円 (GX 経済移行債分（500 億円）を含む。) 
・「災害復旧」関係 3,668 億円

非公共事業費 3,352 億円 1
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社会資本整備事業特別会計
の廃止に伴う経理上の変更に
よる増額の影響 6,167億円

減額補正

（執行停止分）

地方道路整備臨時交付金相当額
が一般会計計上に変更されたこと

による増額の影響 6,825億円

（
当
初）

（
補
正
）

（兆円）

（年度）

防災・減災、国土強靱化の
ための３か年緊急対策

防災・減災、国土強靱化の
ための５か年加速化対策

公共事業関係費（国土交通省関係）の推移

（注１） 本表は、予算ベースである。また、計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
（注２） 平成23・24年度予算については、同年度に地域自主戦略交付金に移行した額を含まない。
（注３） 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の１～５年目分は、それぞれ令和２～６年度の補正予算により措置されている。なお、令和５年度補正予算については、 ５か年加速化対策分

のほか、国土強靱化緊急対応枠（2,476億円）、令和６年度補正予算については、 ５か年加速化対策分のほか、国土強靱化緊急対応枠（2,467億円）及び緊急防災枠（2,183億円）を含む。
（注４） 令和３年度当初予算額（5兆2,458億円）は、デジタル庁一括計上分129億円を公共事業関係費から行政経費へ組替えた後の額であり、デジタル庁一括計上分を含めた場合、5兆2,587億円である。
（注５） 令和５年度当初予算額（5兆2,878億円）は、水道事業の移管分375億円（うち生活基盤施設耐震化等交付金202億円は行政経費から公共事業関係費へ組替え）を厚生労働省から国土交通省へ

組替えた後の額であり、水道事業の移管分を除いた場合、5兆2,502億円である。
（注６） 令和６年度補正予算については、GX経済移行債で実施する事業（500億円）を含む。

6.8

新しい地方経済・生活
環境創生交付金598
億円を含んだ場合
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第１次国土強靱化実施中期計画【概要】
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経済財政運営と改革の基本方針2025（建設業関係）

１．物価上昇を上回る賃上げの普及・定着 ～賃上げ支援の政策総動員～

（２）三位一体の労働市場改革及び中堅・中小企業による賃上げの後押し

（個別業種における賃上げに向けた取組）

 建設業や自動車運送業の賃上げに向け、労務費の基準の設定及び実効性確保、建設キャリアアップシステムの利用拡大、賃上げに対応した

運賃設定や荷主への是正指導の強化等を通じ、処遇改善や取引適正化を推進する。警備業の賃上げに向け、官公需におけるリスクや重要

度に応じた割増加算を含め、適切な単価設定や分離発注の徹底により、労務費の価格転嫁を進める。

４．国民の安心・安全の確保

（１）防災・減災・国土強靱化の推進

（防災・減災・国土強靱化の推進）

 ・・・「国土強靱化基本計画」に基づき必要・十分な予算を確保し、自助・共助・公助を適切に組み合わせ、ハード・ソフト一体となった取組を強力

に推進する。

 「第１次国土強靱化実施中期計画」に基づく取組を着実に推進し、災害に屈しない強靱な国土づくりを進める。その際は、近年の資材価格や

人件費の高騰の影響等を適切に反映し、今後の災害の発生状況や事業の進捗状況、経済情勢・財政事情等を踏まえ、機動的・弾力的に対

応する。

１．主要分野ごとの重要課題と取組方針

（４）戦略的な社会資本整備の推進

（公共投資の効率化・重点化）

 引き続きi-Construction 2.0を推進し、建設現場の自動化・省人化を進めるとともに、女性・外国人を始め多様な人材の活躍を推進し、建設業の

担い手の確保・育成に取り組む。インフラデータの分野横断的な整備・オープン化を進め、インフラＤＸを加速する。

 災害の激甚化・頻発化、インフラ老朽化の更なる進行の中で、社会資本が将来にわたって機能を発揮するとともに、民間事業者が安心して設備

投資や人材育成を行うことができるよう、中長期的な見通しの下、安定的・持続的な公共投資を推進しつつ、戦略的・計画的な取組を進める。そ

の際、労務費確保の必要性や近年の資材価格の高騰の影響等を考慮しながら適切な価格転嫁が進むよう促した上で、今後も必要な事業量を

確保しつつ、実効性のあるＰＤＣＡサイクルを回しながら社会資本整備を着実に進める。

「経済財政運営と改革の基本方針2025
について」（R7.6.13閣議決定） 抜粋

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現

（ｐ４５）

（ｐ８）

第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現

（ｐ２６）
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新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025改訂版（建設業関係）

２．サービス業を中心とした中小企業・小規模事業者の生産性向上

(2)１２業種における省力化投資の具体策

⑧建設業

V）省力化促進策

 優良事例の横展開を具体化する施策として、ICT活用の際の基本的な考え方や留意すべき点をまとめた指針（ICT指針）及び
優良事例集（ICT事例集）を建設業者に広く周知する。また、ICTを活用した迅速かつ効率的な応急復旧体制構築の補助事業
の活用を推進することにより、建設業におけるICT活用の理解増進・普及拡大を図る。併せて、技術者の専任義務の緩和
等による、人員配置の合理化措置について周知を行い施策の活用促進を図る。

 さらに、中小企業省力化投資補助金、ＩＴ導入補助金や、「賃上げ」支援助成金パッケージ等の活用を推進する。

Ⅱ．中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５カ年計画の推進

（ｐ１５）

２．多様な人材の活躍推進

(3)働き方改革関連法施行後５年を踏まえた働き方改革の総点検

②建設業における働き方改革

 持続可能な建設業の実現に向け、「労務費の基準」を活用した労務費等必要経費の確保と支払い、2024年12月に施行さ

れた資材高騰分の転嫁対策の新ルール、公共工事設計労務単価の適切な設定、建設キャリアアップシステムの拡大など
による処遇改善を進める。

 また、受発注者を実地調査する建設Ｇメンの体制強化を図ることで、処遇の確保や取引適正化を図る。

 加えて、時間外労働上限規制内容の普及啓発といった働き方改革の促進、省力化投資促進や他分野連携による地域の
建設業者の生産性向上・災害対応力強化、女性・外国人等の多様な人材の活躍に向けた環境整備による担い手の確保・
育成を進める。

 さらに、建設産業が魅力的な産業として将来にわたってその担い手を確保していくために、無理な工程管理や長時間労働
を是正する必要があることから、公共工事・民間工事問わず週休２日等休日を考慮した工期設定の徹底などを促し、労働
環境の改善を図る。特に、週休２日工事等を実施していない市区町村に対しては、速やかに実施するように促す。

Ⅸ．人への投資・多様な人材の活躍推進

（ｐ６４）

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画
2025年改訂版」（ R7.6.13閣議決定） 抜粋
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令和７年規制改革実施計画（R7.6.13閣議決定）

現行制度の概要
参考1 「注文書・請書」による契約締結方式

○ 建設工事の請負契約について、「注文書・請書」の交付に際し、一定の要件を満たす場合には署名又は記名押印を求めないこととする
とともに、手続のデジタル化を推進することで、建設業の生産性向上を図る。

○ 建設業界の技術者不足により、営業所の設置や維持に困難を感じる事業者がいるとの声。デジタル技術の進展の状況も踏まえ、適正
な施工の確保や発注者の保護などを前提とした営業所技術者等の人手不足対策を図る。

規制改革の方向性

 建設工事の請負契約の当事者は、契約の締結に際して書面に署名又は記名押印をして相互
に交付しなければならないこととされている。特に、基本契約書を締結した上で交わされる「注
文書・請書」での契約についても、同様の要件を求めている。

 建設工事請負契約を電子契約で行うにあたり、適合すべき「技術的基準」に係るガイドラインの
記載が時勢に即していない。特に、電子署名について、現在主流である立会人型電子署名※の
適法性が分かりづらい。

※ 契約当事者ではない第三者（電子契約サービス事業者）が自らの署名鍵で電子署名を付与する契約方法。

 建設業を営む場合には、営業所（本店又は支店若しくは請負契約を締結する事務所）ごとに契
約内容の確認や現場技術者のサポートを行う営業所技術者や特定営業所技術者を置く必要
があるが、技術者不足により、営業所の設置や維持に困難を感じる事業者がいるとの声もある。

 「押印についてのＱ＆Ａ」も参考にしつつ、受注者となる建設業者団体からのヒアリング等も
行った上で必要な見直しを検討し、例えば、契約当事者間で対等なパートナーシップが構築さ
れているほか、長期の反復継続的な取引実績があるなどの要件を満たす場合には、注文書及
び請書に署名又は記名押印を求めないこととし、その旨を関係事業者団体に周知する。

【令和７年度上期措置】

 「技術的基準」に係るガイドラインに、立会人型電子署名が利用可能であることを明確化するな
ど、必要な措置を講ずる。

 営業所技術者等の必要性や業務の現状について幅広く関係者への実態調査を行うとともに、
適正な施工の確保が図られることを前提として、兼務を含む人手不足対策を検討し、結論を得
次第、所要の措置を講ずる。

【令和７年度検討開始、令和８年度結論、結論を得次第可能なものから順次措置】

【出典】第１回デジタル・AIWG（令和７年３月４日）資料１ー１より引用

参考２ 営業所技術者等について

• 社員高齢化および

〇〇〇株式会社

A営業所 B営業所 C営業所

監理技術者
又は

主任技術者

B-1工事 C-1工事A-1工事 A-2工事

営業所
技術者等建設工事の請負契約の締結及び履行の業務に関する技術上の

管理をつかさどる

【出典】第１回デジタル・AIWG（令和７年３月４日）資料２ー２より引用、一部加工

【令和７年度上期措置】
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日 時：令和7年2月14日 18:20～18:50

出席者：石破内閣総理大臣、赤澤新しい資本主義担当大臣、中野国土交通大臣、

橘内閣官房副長官、青木内閣官房副長官、森内閣総理大臣補佐官、矢田総理補佐官

出席団体：日本建設業連合会 、全国建設業協会、全国中小建設業協会、建設産業専門団体連合会

建設業団体との賃上げ等に関する車座（R7.2.14）

開催概要

 技能者の賃上げについて、（略） 民間工事も含め、「おおむね

６％の上昇」を目標とし、その達成のための取組を強力に推進す

ること、

 （生産性向上について、）（略）省力化投資促進プランも踏まえ、

各団体において、具体的な目標・期限を定めた計画を早急に策

定し、（略） 業種・職種に応じた効果的な取組を推進すること

を国土交通省と建設業団体との間で申し合わせ。

石破内閣総理大臣から、

 申合せをした目標の実現に向け、建設業法等の改正法の活用

や価格転嫁の取組、標準労務費の設定を進めるようお願いする

ほか、建設業が、「給与がよく、休暇が取れ、希望が持てる、かっ

こいい」新４Kの実現を目指して、全力で取り組んでまいりますと

の発言。
車座対話の様子

出典：官邸HP
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